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コーポレートガバナンスに関するアンケート調査結果 

平成10年 10月 12日 
上 場 管 理 室 

 
１． コーポレートガバナンスに関するアンケートの要領 
 
（１） 調査対象 
    本年 9月 10日時点で東京証券取引所に上場する内国会社１，８２２社に対してアンケートを送付
（情報取扱責任者宛、法務・総務部門担当者に記入を依頼）し、うち１，１３７社から回答用紙を
回収した（回答率：６２．４％［小数第二位以下を四捨五入。以下同じ。］） 
 
（２） 実施時期 
     ア ン ケ ー ト の 発 送               ： 本年９月１０日（金） 
     ア ン ケ ー ト 回 答 期 限               ： 本年９月２２日（火） 
 
（３） 調査対象会社の回答状況 
≪業種別≫ 
     業        種 調査対象会社 回答会社数 回答率（％） 
水 産 ・ 農 林 業 ７ ４ ５７．１ 
鉱 業 ９ ５ ５５．６ 
建 設 業 １５０ ９２ ６１．３ 
食 料 品 ９２ ５８ ６３．０ 
繊 維 製 品 ６４ ３８ ５９．４ 
パ ル プ ・ 紙 ２３ １１ ４７．８ 
化 学 １３０ ７５ ５６．９ 
医 薬 品 ３８ ２５ ６５．８ 
石 油 ・ 石 炭 製 品 １３ １０ ７６．９ 
ゴ ム 製 品 １５ ５ ３３．３ 
ｶ ﾞ ﾗ ｽ ・ 土 石 製 品 ３８ １９ ５０．０ 
鉄 鋼 ５０ ２３ ４６．０ 
非 鉄 金 属 ３４ ２５ ７３．５ 
金 属 製 品 ５１ ３３ ６４．７ 
機 械 １５３ ９４ ６１．４ 
電 気 機 器 １８４ １１９ ６４．７ 
輸 送 用 機 器 ８８ ６１ ６９．３ 
精 密 機 器 ２８ ２０ ７１．４ 
そ の 他 製 品 ５４ ３８ ７０．４ 
電 気 ・ ガ ス 業 １７ １３ ７６．５ 
陸 運 業 ３８ ２６ ６８．４ 
海 運 業 ２０ １５ ７５．０ 
空 運 業 ５ ２ ４０．０ 
倉 庫 ・ 運 輸 関 連 業 ２３ １２ ５２．２ 
通 信 業 ４ ４ １００．０ 
卸 売 業 １２６ ８６ ６８．３ 
小 売 業 １００ ５０ ５０．０ 
銀 行 業 １０１ ７５ ７４．３ 
証券・商品先物取引業 ２３ ２１ ９１．３ 
保 険 業 １４ ８ ５７．１ 
そ の 他 金 融 業 ２４ １６ ６６．７ 
不 動 産 業 ２７ １６ ５９．３ 
サ ー ビ ス 業 ７９ ３８ ４８．１ 
     合          計 １８２２ １１３７ ６２．４ 

（注）証券コード協議会の業種別分類に基づく（以下、同じ） 
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２． コーポレートガバナンスに関するアンケート調査結果 
 
（１） コーポレートガバナンスを巡る最近の議論に関する関心度 
 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
ａ．多いに関心を持っている ５６８ ４９．９ 
ｂ．多少関心を持っている ５４７ ４８．２ 
ｃ．余り関心を持っていない ２１ １．８ 
ｄ．関心がない １ ０．１ 
     合               計 １１３７ １００．０ 
 
 
（２） コーポレートガバナンスの充実に必要となる事項 
 
≪全体動向≫ 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
ａ．監査役（会）の機能強化 ５９９ ５２．７ 
ｂ．取締役（会）の機能強化 ７３５ ６４．７ 
ｃ.法令違反行為の未然防止機能の強化 ６０９ ５３．５ 
ｄ．株主への説明義務の充実 ５３８ ４７．３ 
ｅ．分からない １２ １．１ 
ｆ．その他 ２４ ２．１ 
 
 
（３）経営への実践状況 
 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
ａ．十分意識している ２１９ １９．３ 
ｂ．意識している ７６５ ６７．３ 
ｃ．余り意識していない １４６ １２．８ 
ｄ．全く意識していない ７ ０．６ 
     合               計 １１３７ １００．０ 

 
 
（４）社外監査役の増員に関する検討状況 
 
     回   答   内   容    社    数    割  合（％） 
ａ．既に過半数まで増員している ３７４ ３２．８ 
ｂ．過半数まで増員することを検討している １３ １．１ 
ｃ．既に半数まで増員している ４３５ ３８．３ 
ｄ．半数まで増員することを検討している ２９ ２．６ 
ｅ．増員を検討している ６０ ５．３ 
ｆ．分からない ２２６ １９．９ 
     合               計 １１３７ １００．０ 

※ ここでいう社外監査役とは、現行商法下で定められている社外監査役の定義に準拠したもの 
を指している。 
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（５）会社と利害関係のない（過去に会社及び子会社の取締役又は使用人でなかった者）社外監査役
の設置に関する検討状況 

   
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
ａ．既に置いている ９２３ ８１．２ 
ｂ．置くことを検討している ３０ ２．６ 
ｃ．置く予定はない ８７ ７．７ 
ｄ．分からない ９７ ８．５ 
     合               計 １１３７ １００．０ 
 
【ａ．既に置いている、またはｂ．置くことを検討していると答えた場合の具体的な人数】 
 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
      １      人 ３２２ ３３．８ 
      ２      人 ５０３ ５２．７ 
      ３      人 １００ １０．５ 
    ４  人  以  上 １４ １．５ 
      未      定 １４ １．５ 
     合               計 ９５３ １００．０ 
 
 
（６）監査役（会）の機能強化のための施策の検討状況 
 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
ａ．検討している ３５５ ３１．３ 
ｂ．検討していない ５２５ ４６．２ 
ｃ．分からない ２５７ ２２．５ 
     合               計 １１３７ １００．０ 
 
＜主な検討内容＞ 
☆ 監査役スタッフの強化              ☆ 重要会議（取締役会、常務会）への出席 
☆ 取締役会との連携強化              ☆ グループ内監査の充実 
☆ 会計士との連携強化                ☆ 社内の総務、法務、内部監査部門との連携強化 
☆ 社外監査役の増員                  ☆ 監査役への経営情報の積極的な提供 
☆ 監査役の必要経費の予算化          ☆ 弁護士の社外監査役への登用 
 
 
（７）社外取締役選任の検討状況 
 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
ａ．既に選任している ４０４ ３５．６ 
ｂ．選任を検討している ４６ ４．０ 
ｃ．選任する予定はない ４３１ ３７．９ 
ｄ．分からない ２５６ ２２．５ 
     合               計 １１３７ １００．０ 

※ ここでいう社外取締役とは、現行商法における社外監査役の定義に準拠したものを想定している。 
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【ａ．既に選任している、またはｂ．選任することを検討していると答えた場合の具体的な人数】 
 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
      １      人 １９６ ４３．６ 
      ２      人 １２０ ２６．７ 
    ３  人  以  上 ９０ ２０．０ 
      未     定 ４４ ９．７ 
  合               計 ４５０ １００．０ 
 
 
（８）執行役員制度導入の検討状況 
 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
ａ．既に導入している ４０ ３．５ 
ｂ．導入を検討している １２０ １０．６ 
ｃ．導入する予定はない ６２５ ５４．９ 
ｄ．分からない ３５２ ３１．０ 
     合               計 １１３７ １００．０ 
 
【ａ．既に導入している、またはｂ．導入することを検討していると答えた場合の具体的な人数】 
   実際に記入する社数が少なく表は割愛した。なお社数を記入している場合でも４～２８人と 
   開きがある。 
 
 
（９）取締役会の機能拡充のための取締役会の人数の見直しに関する検討状況 
 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
ａ．既に取締役の人数を削減している ３２５ ２８．６ 
ｂ．取締役の人数の削減を検討している １１２ ９．９ 
ｃ．削減する予定はない ３６３ ３１．９ 
ｄ．分からない ３１４ ２７．６ 
ｅ．他の方法を考えている ２３ ２．０ 
     合               計 １１３７ １００．０ 

 
 【ａ．既に削減している、又はｂ．削減することを検討していると答えた場合の具体的な人数】 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
      １  ～  ２人 １２９ ２９．５ 
      ３  ～  ５人 １１０ ２５．２ 
      ６  ～  ９人 ４９ １１．２ 
    １０  人  以  上 ３５ ８．０ 
      未     定 １１４ ２６．１ 
  合               計 ４３７ １００．０ 

※ 最大は２８人削減（執行役員制度の導入に伴う措置） 
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(１０)報酬委員会設置の検討状況 
 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
ａ．既に設置している ５ ０．４ 
ｂ．設置を検討している ２３ ２．０ 
ｃ．設置する予定はない ８４９ ７４．６ 
ｄ．分からない ２５２ ２２．３ 
ｅ．他の方法を考えている ８ ０．７ 
     合               計 １１３７ １００．０ 
 
 
 
（１１）人事（指名）委員会設置の検討状況 
 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
ａ．既に設置している ７ ０．６ 
ｂ．設置を検討している ２３ ２．０ 
ｃ．設置する予定はない ８４５ ７４．３ 
ｄ．分からない ２５１ ２２．１ 
ｅ．他の方法を考えている １１ １．０ 
     合               計 １１３７ １００．０ 

 
 
（１２）法令遵守ための機関設置の検討状況 
 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
ａ．既に設置している ２９３ ２５．８ 
ｂ．設置を検討している １１４ １０．０ 
ｃ．設置する予定はない ４４１ ３８．８ 
ｄ．分からない ２３６ ２０．６ 
ｅ．他の方法を考えている ５３ ４．７ 
     合               計 １１３７ １００．０ 

 
 
（１３）外部の人（会社関係者ではない）で構成した経営に対するアドバイス機関設置の検討状況 
 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
ａ．既に設置している ４３ ３．８ 
ｂ．設置を検討している ２９ ２．６ 
ｃ．設置する予定はない ８１１ ７１．３ 
ｄ．分からない ２３４ ２０．５ 
ｅ．他の方法を考えている ２０ １．８ 
     合               計 １１３７ １００．０ 
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（１４）株主総会への工夫についての検討状況 
 
     回   答   内   容     社      数    割  合（％） 
ａ．検討している ４６２ ４０．６ 
ｂ．検討していない ４１２ ３６．２ 
ｃ．分からない ２６３ ２３．２ 
     合               計 １１３７ １００．０ 

 
＜主な検討内容＞ 
☆ 開催日を集中日から避ける                        ☆ 営業報告のビジュアル化 
☆ 質問に対してできる限り分かりやすい丁寧に答える  ☆ 会場の場所やレイアウトの変更 
☆ 一般投資家が質問しやすい雰囲気作り              ☆ 総会内容をマスコミに公開する 
☆ 総会終了後に別途株主懇談会等を開催する        ☆ 総会内容をインターネットで公開する 
 

以   上 


